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主な概要 

・令和 7 年 4 月 1 日施行のイノベーション拠点税制は、国内で自ら行った研究開発から生じる特許権や AI 関連ソフトウ

ェア著作権に基づくライセンス・譲渡所得に対し、30％の所得控除を適用し、法人税実効率を約 7％程度に軽減する制度



です[13][14]。 

・背景は、国際競争の激化や企業価値の無形資産化の流れを受け、国内 R&D 基盤の強化および無形資産投資の促進、さ

らには海外 R&D 拠点の誘致を目的としています[13][14]。 

・国際的には、欧州（例：フランス、英国）やアジア、米国にも同様の優遇措置が導入されており、日本はこれに追随し

つつ独自性を加えた形となっています[3][14]。 

・制度の利点としては、国内の特許取得促進、研究開発投資の成果の可視化、オープンイノベーションの促進が挙げられ

る一方、対象範囲の曖昧さ、税源浸食のリスク、実務対応上の混乱といった課題が指摘されています[13][15]。 

・企業や専門家は、国内の無形資産経営の転換と競争力強化に期待する一方、正確な所得計算方法や社内準備の徹底、監

視体制の強化が求められるなど、具体的な導入対策の整備を呼びかけています[4][11]。 

・産業政策としては、国内研究開発拠点の強化やアジア・欧州との競争環境の調和、さらには税制の国際的な整合性確保

を通じたグローバル競争力向上が期待され、政策提言としては、対象範囲の明確化と不正利用防止策の強化が鍵となりま

す[13][14]。 

詳細なレポート 

イノベーション拠点税制（イノベーションボックス税制）の詳細調査 

概要 

令和 7 年 4 月 1 日に施行されるイノベーション拠点税制（イノベーションボックス税制）は、国内における研究開発拠点

の競争力強化と、企業による無形資産投資の促進を目的としています[13][14]。この制度では、国内で自ら研究開発を行

った結果得られた特許権や AI 関連ソフトウェアの著作権から生じるライセンス所得、譲渡所得に対し、30%の所得控除

が適用され、法人税の実質負担率を約 7%軽減することが可能です[13][14]. 

導入の背景 

イノベーション拠点税制導入の背景には、国際的なイノベーション競争の激化、企業の競争力における無形資産の重要性

の高まり、そして日本企業による無形資産の活用が国際的に遅れているという懸念があります[13][14]. 企業の競争力の源

泉が有形資産から無形資産へシフトしている現状に対応し、日本国内の研究開発投資を促進し、海外からの研究開発拠点

の誘致を目指しています[13][14]. 

政策的意図 

この税制の主な政策的意図は、企業による無形資産投資の促進、日本企業の無形資産経営への転換加速、国内産業の空洞

化抑制、海外からの事業誘致です[13][14]. 特許取得の促進、国内イノベーション拠点としての魅力向上、オープンイノベ

ーションの促進も期待されています[13]. 自社で有効活用されていない知的財産のライセンス所得も制度の対象となれ

ば、外部との連携が促進され、イノベーションがさらに加速すると考えられています[13]. 

制度の利点 



● 特許取得の促進: 知的財産から生じる所得に対する税率が引き下げられることで、新たな投資への原資となり、国

内のイノベーションサイクルを活性化する効果が期待できます[13]. 

● 国内イノベーション拠点としての魅力向上: 国内で自ら研究開発を行うことが対象となるため、研究開発拠点や知

的財産を国内に集中させる誘因となり、国内産業の空洞化を抑制し、海外からの有望な事業を誘致することが期待

できます[13]. 

● オープンイノベーションの促進: 自社で有効活用していない知的財産のライセンス所得も制度対象となるため、外

部とのオープンイノベーションが促進されることが期待できます[13]. 

● 研究開発投資の生産性可視化: 対象所得に、国内で自ら行った研究開発支出である適格支出を乗じて税額を算出す

るため、研究開発投資によってどれだけの収益が上がったかを見える化できます[13]. 

● 海外研究開発拠点の日本誘致: イノベーションボックス税制の創設は、海外の研究開発拠点の日本誘致や高度な研

究人材の確保につながり、日本企業の海外拠点が国内に戻る効果も期待できます[13]. 

制度の課題 

● 対象範囲: イノベーションボックス税制の対象範囲をどこまで許容するかという課題があります[13]. 知財の譲渡収

入やライセンス収入だけでなく、知財を組み込んだ製品の売却益も対象となる可能性があるため、製品の売却益の

うち、どこまでを知財の収入として切り分けるかの議論が必要です[13]. 

● 税源浸食: 無形資産の所有権を導入国に移し、課税所得の移転を人為的に操作する「課税逃れ」に利用されるリス

クがあります[13]. 

● 不当な税控除: グループ企業内でのライセンス料の肩代わりや、実際には実施されていない知的財産について形式

的にライセンスをするようなケースが監視されなければ、不当に税控除される可能性があります[13]. 

● 研究の質の低い機関の排除: 研究の質が高くない機関が排除される可能性があります[13]. 

企業の反応 

企業からは、競争力強化を後押しするための税制の工夫に対する期待があります[13]. 既存特許を商業化して収益を創出

し、その資金を元手に新たな特許を開発するインセンティブが働く制度であることが望ましいという意見もあります[13]. 

専門家の反応 

● BEPS（税源浸食と利益移転）への取り組み: 過去にも BEPS への取り組みを整理する段階で同様の制度が検討さ

れた経緯があります[13]. 

● 国際的なルール: OECD は 2015 年にイノベーションボックス税制の導入に関する大まかな枠組み（ネクサスアプ

ローチ）を示しました[13]. 

● 税制の役割: 税制には、政策目標を達成するために最適な税制優遇の要件を設定し、インセンティブの構造を変え

る役割があります[13]. 

国際比較 



国/地域 制度 

欧州 2001 年にフランスが導入したのを皮切り

に、欧州各国で導入が進んでいます。フラン

スと英国では、法人税率が 25%であるのに

対し、イノベーションボックス税率は共に

10%です[13]. 

アジア・オセアニア アジア・オセアニア地域でも導入が進んでい

ます。近年、韓国やインド、シンガポールな

どのアジア各国でも導入の動きが広がってい

ます[13]. 

米国 2022 年 8 月に成立したインフレ抑制法で、

自国での研究開発を税制面で優遇しています

[13]. 

オランダ 新技術への投資や革新的技術の開発に関する

活動を推進することを目的としたイノベーシ

ョンボックス税制があります[13]. 

産業政策上の意義 

● 国内研究開発の促進: 知的財産から生じる所得への税制優遇を通じて、企業が国内で研究開発活動を活発化させる

インセンティブを提供し、国内産業の空洞化を抑制し、海外からの投資を誘致することが期待されます[13]. 

● イノベーション・エコシステムの強化: オープンイノベーションを促進し、企業間の連携や知識共有を促進します

[13]. 特に、自社で有効活用されていない知的財産のライセンス所得を制度対象とすることで、外部との連携を強化

し、新たなイノベーションの創出を支援します[13]. 

● 無形資産投資の促進: 企業の競争力の源泉が有形資産から無形資産にシフトする中で、無形資産への投資を後押し

し、日本企業の無形資産経営への転換を加速させます[13]. 

● グローバル競争力の向上: 日本の研究開発拠点としての立地競争力を強化し、海外からの研究開発拠点の誘致や高

度な研究人材の確保に貢献します[13]. 海外と比べて遜色ない事業環境の整備を図るため、イノベーション拠点の立

地競争力を強化する観点も重要です[13]. 

国際的な影響 

● 国際的な税制競争: 各国がイノベーションを促進するために同様の税制を導入しており、日本もその一環として導



入することで、国際的な税制競争に対応し、競争力を維持・向上させます[13]. 

● BEPS（税源浸食と利益移転）への対応: OECD が提唱する BEPS プロジェクトに沿った税制設計が求められ、ネ

クサスアプローチに基づいて、実質的な研究開発活動と税制優遇措置の関連性を明確にする必要があります[13]. 

● グローバルな研究開発投資の誘致: イノベーションボックス税制は、海外企業が日本国内で研究開発を行うインセ

ンティブとなり、国際的な研究開発投資を誘致する効果が期待されます[13]. これにより、高度な技術や知識が国内

に流入し、国内産業の活性化に寄与します[13]. 

● 税制の調和: イノベーションボックス税制は、国際的な税制の調和を促進する役割も担います[13]. 各国が同様の制

度を導入することで、多国籍企業が税制の恩恵を受けるために特定の国に偏ることを防ぎ、より公平な国際課税環

境を構築することが目指されます[13]. 

今後の動向 

イノベーションボックス税制の対象範囲、所得の金額の算出方法、関連者との取引における独立企業間価格の算定など、

詳細については今後の財務省令やガイドラインで明らかになる予定です[13]. 本税制と一部目的が重複する研究開発税制

については、試験研究費が減少した場合の控除率について段階的に引き下げが行われる予定です[13]. 本税制の適用に関

して、更正期限を延長する特例、同業者に対する質問検査権、書類の提示又は提出がない場合の推計課税その他所要の措

置が講じられる予定です[13]. 

中小企業への言及 

中小企業経営強化税制や中小企業投資促進税制と合わせて、中小企業の「稼ぐ力」の強化を税制面から後押しするため

に、イノベーション拠点税制の拡充（対象となる知的財産や所得範囲の拡充、中小企業は簡便な計算式で可能とする措置

の導入）が求められています（「令和７年度税制改正に関する意見」）[13][24]. 

ビジネス戦略と KPI 

イノベーションボックス税制を活用するにあたり、企業は知的財産から生じる所得を最大化するためのビジネス戦略を策

定する必要があります[14]. その際、KPI（Key Performance Indicator）を設定し、その達成度を測定することが重要にな

ります[10][12]. 例えば、特許取得件数、ライセンス収入額、新製品売上高などが KPI として考えられます[10][12]. また、

税務部門は、税制改正への積極的な関与と理解を促進し、具体的な経済メリットや可能性を明確に伝える役割が求められ

ます[2]. 

企業事例と専門家の政策提言 

具体的な企業事例や専門家による政策提言に関する情報は、現時点では限定的です。しかし、企業はイノベーションボッ

クス税制をビジネス戦略に組み込み、KPI を設定することで、より効果的に税制の恩恵を受けることが可能になります

[14]. また、専門家は、税制の透明性を高め、不正利用を防止するための政策提言を行うことが期待されます[21]. 

結論 

イノベーション拠点税制は、日本経済の活性化に貢献する可能性を秘めた重要な税制です[13]. 企業の積極的な活用と、

政府による適切な制度設計、そして専門家による政策提言を通じて、その効果を最大化することが求められます[13]. 
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